
 - 1 - 

訴訴訴訴            状状状状    

 

２００９（平成２１）年８月２６日 

 

原告訴訟代理人 

弁護士 十  河      弘 

                  外 

 

仙台地方裁判所民事部 御 中 

 

当事者の表示  別紙当事者目録記載のとおり 

 

費用弁償返還履行請求事件（住民訴訟） 

訴訟物の価額 金 160 万円也（算定不能につき） 

 貼用印紙額  金 1 万 3000 円也 

 

 

請請請請    求求求求    のののの    趣趣趣趣    旨旨旨旨    

 

１ 被告は、別紙請求対象者目録記載の者（仙台市議会議員）らに対し、

同目録の返還請求金額欄記載の金員及びこれに対する本訴状送達の日の翌

日から支払い済みに至るまで、年５分の割合による金員を仙台市に支払う

よう請求せよ。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

との判決を求める。 

    

    

請請請請    求求求求    のののの    原原原原    因因因因    
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第１ 当事者    

 １ 原告は、１９９３（平成５）年６月２４日、地方行財政の不正を監

視・是正すること等を目的として結成された権利能力なき社団である。 

 ２ 被告は仙台市長であり、地方自治法第２４２条の２第１項第４号の

執行機関として、仙台市が受けた損害・損失について賠償・不当利得

返還請求すべき義務を有する者である。 

 

第２ 費用弁償の意義 

１ 仙台市議会議員は、地方自治法（以下、「法」という。）２０３条１

項、５項、仙台市「特別職の職員の給与、旅費、費用弁償の額並びにそ

の支給方法に関する条例」第４条に基づき、月額８４０，０００円の報

酬を支給されているが、別途、法２０３条３項、５項、同条例第１４条

３項、費用弁償支給要綱第２条に基づくものとして、議会の会議、常任

委員会、議会運営委員会又は特別委員会で市長の定めるものに出席した

ときに費用弁償として日額１万円の支給を受けている。 

  費用弁償とは、法２０７条にいう「実費弁償」と同じ意味であり、勤

務に対する反対給付とは区別されるところの、職務の執行に要した経費

を償うため支給される金銭をいう。費用弁償は、実費の弁償に他ならな

いから、費用を要した都度、その実費を計算し、その弁償を受ける「実

額方式」を採るのが建前である。 

仮に、手続きの煩雑さ、経費の増大等といった「実額方式」の短所を

考慮し、あらかじめ一定の事由又は場合を定め、それに該当するときに

一定額を費用弁償として支給する「定額方式」を採ることが許されると

しても、それは社会通念上、実費を対象として費用を弁償するとの費用

弁償の趣旨を損なわない範囲においてのみである。 

法２０３条３項は「第一項の者は、職務を行うために要する費用の弁

償を受けることができると定め、同条５項は「報酬、費用弁償及び期末

手当の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならない。」



 - 3 - 

と規定している。費用弁償の対象となるのは、職務を行うため要する費

用に限られ、この実質を有しないものを費用弁償の対象とする条例は、

法２０３条３項に反し、同条５項により条例に委任された範囲を逸脱す

るものである。 

また、法２０３条は、「報酬」、「費用弁償」及び「期末手当」につ

いて定めたものであるから、その文言上、「費用弁償」は、「報酬」及

び「期末手当」に含まれないものでなければならない。 

 仙台市議会の議員は、お手盛りの条例により、月額議員報酬の他に費

用弁償の名目で日額１万円の給付を受けている。本件費用弁償の支給は、

「費用性」を有していない実質的に日額報酬の支給であって、仙台市議

会議員は報酬の二重取りを行っていると評価されるのである。 

２ 地方議会の議員の報酬体系は他の公務員と比較しても異質であり、本

件費用弁償の違法性を検証するにあたっても、かかる特殊な状況が充分

に斟酌されなければならない。 

地方公共団体の議会の議員は、法２０３条１項で報酬を受ける権利を

与えられており、ただし、他の非常勤職員とは異なり、日額の支払でな

くともよいと定められ（同条２項）、殆どの地方議会では月額支給が一

般的である。なお、昨今、福島県の矢祭町においては、従来の月額支給

を廃止し、日額の支給と改めているところ、議員の報酬の根本的意義を

問うものとして注目されている。 

また、同条４項において、地方議会の議員は、非常勤職員の中では唯

一期末手当を受け取ることができると定められている。 

３ このように地方議会の議員が国会議員と同様に、月額報酬及び期末手

当の支給を受けていることは、地方議会議員と国会議員は、議員として

の職務の性質は同じであり、その活動の場が地方か国かの違いのみであ

るとの考えが背景にあることを示していると言えよう。 

国会議員の報酬（歳費）は、国会の開会、出席などに関係なく、月額

で支払われている。このことは、国会議員の月額報酬が、家業や恒産を
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持たない議員を前提として、国会議員を職業政治家として、その生活、

及び議員活動を支えるための給付、としての性格を有しているためと評

価できる。 

一方で、地方議会の議員は、歴史的に見るならば、戦前においては名

誉職と定められ、費用弁償は受けるが勤務の対価としての報酬は受けな

いという制度になっていた。つまり、地方議会議員については、他に職

業あるいは恒産をもっている者が、議会が招集されると出掛けて公のた

めに働き、日当的意味での費用弁償を受けるとの建前であったのである。 

これが戦後、名誉職制度は廃止されるに至っても、地方議会議員は他

に職業を持っていることが前提としての費用弁償の支給は維持され、一

方で報酬の国会議員との均衡が考えられるようになり、加えて月額報酬

の支給も受けることが一般的な状況となったのである。 

４ 現在、国会議員に会議出席に伴う費用弁償は支給されておらず、また、

１９８４（昭和５９）年「国会議員の歳費、旅費及び手当て等に関する

法律」の改正 され、それまで会期ごとに出されていた「応召帰郷旅費

（選挙区と議員間の往復旅費相当額を召集の度に支払うもの）」は廃止さ

れている。 

その背景には、国会議員というのは、普段は地元にいて生活しており、

召集によって集まって会期中だけ活動しているのではなく、むしろ日常

的に国政に参加する職業としての政治家という考え方がある。 

５ 前述の矢祭町の取り組みは、地方議会議員は恒産を持ち、会期中だ

け議会に出掛け活動しているという考え方から至極当然である。一方で、

かかる取り組みが広く他の地方公共団体に受け入れられないことは、す

なわち、地方議会議員もまた国会議員と同様に、会期中だけ活動するも

のではなく、職業政治家として会期を問わず職務を行うものであると評

価されていることに由来するものと言えよう。  

逆に言えば、地方議会議員の職務に対するこのような評価を前提とす

る限り、地方議会議員に対して、本来的な職務である議会への出席の際、
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月額報酬の他に、日当的な意味での費用弁償を支給することは明らかに

合理性を欠いているのである。  

 また、このように地方議会議員の報酬体系が国会議員と近似のもので

あることは、地方議会議員の費用弁償を他の公務員の費用弁償と同様に

評価できないことを意味する。  

  地方議会議員が議会の会議に出席することは、非常勤職員の公務に

よる出張旅行と同視することはできないのであって、当然、その際に支

給される費用弁償の性質は異なるのであるから、これを一般的な旅費と

同視して日当の支給を認めることは許されないのである。  

 

第３ 支出の違法性  

  仙台市議会議員に対する日額１万円の支給は、議会の出席に要する費

用としては異常に高額の支給であり「職務を行うために要する費用」に

はあたらない。本件費用弁償の支給は、法２０３条３項の解釈を誤り、

裁量を逸脱・濫用した違法な条例に基づく支給である。 

１ 費用弁償の支給状況 

    仙台市は、６０名の仙台市議会議員に対し、議会の会議への出席の度

に日額１万円を支給しており、２００８(平成２０)年８月２１日から２

００９（平成２１年）２月２７日までの間、議会及び委員会への出席に

際して、合計２６，３８０，０００円を支給している（甲３）。 

なお、本件住民訴訟において返還を求める対象は、上記期間の出席に

ついて支給された金員である。 

２ 宮城県内の交通実費 

    仙台市議会議員が市議会の会議に出席するために要する交通実費に

ついて検証した場合、参考となる市内の主要な交通機関の運賃は次のと

おりである。 

（１）ＪＲ 

仙台～作並  ４８０円（ＪＲ乗車券・片道・３６．４ｋｍ） 
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（２）仙台市営バス 

市内中心部  １００円（仙台市営バス・１００円パック） 

（３）地下鉄南北線 

泉中央～富沢  ３５０円（片道・約２８分・１４．８ｋｍ） 

 

３ 裁量の逸脱・濫用 

費用弁償については、「あらかじめ費用弁償の支給事由を定め、それ

に該当するときには、実際に費消した額の多寡にかかわらず、標準的な

実費である一定の額を支給することとする取扱いをすることも許され

る」（最判平成２年１２月２１日民集４４巻９号）ものと解されている

ところ、「標準的な実費」とは、実費を対象として弁償するとの費用弁

償の趣旨を損なわない範囲の金額である。条例により「実費弁償」の意

義に反する、明らかに合理性を欠く異常に高額の支給をなすことは、裁

量を逸脱・濫用したものとして許されない。 

また、札幌高等裁判所平成２１年２月２０日判決（甲５）は、「法２

０３条の文言解釈により、費用弁償の対象は、費用性を（職務を行うた

めに要する費用に該当すること）を有し、かつ、報酬性（報酬又は期末

手当に該当すること）を有しないものでなければならない。」と判示す

る。 

即ち、費用弁償として、法２０３条によって法が条例に委任した趣旨

に反しない範囲の支給事由とは、「費用性」を有し、かつ、「報酬性」

を有しないものでなければならず、加えて、弁償される「定額」が合理

的なものでなければならないとして、費用弁償の許容範囲を明らかにし

ている。 

本件条例は、議員が議会への出席の際に実際に要する費用を考慮する

ことなく、明らかに合理性を欠く異常に高額な金員の支給を定めている。

仙台市議会議員が会議に出席した際に支給されている費用弁償は、後述

のとおりその算出根拠が存在しておらず、また、交通実費と比較しても
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異常に高額であることからして「費用性」を有しておらず、「報酬性」

を有することが明らかである。 

本件支出は著しく合理性を欠くことが明白であり、法２０３条５項に

より議会に与えられた裁量を逸脱・濫用した違法な条例に基づく公金支

出である。 

 

 （１）算出方法の不合理性 

仙台市議会議員に支給されている日額１万円の算定方法について、原

告が仙台市に対しその開示を求めたところ、仙台市に算定根拠を記した

文書は存在しなかった（甲４）。即ち、仙台市議会は、本件条例を制定

するにあたって、交通実費その他の「標準的な実費」を算定するに不可

欠な事情（「費用」として考慮すべき事情）を一切考慮していないので

ある。 

仮に費用弁償として「定額」が支給される場合、その「定額」が合理

的な金額でなければならないところ、費用弁償の支給事由のうち、具体

的に想定される支給事由は交通費のみである。 

  少なくとも、仙台市議会においては、仙台市中心部から最も遠く、山

間部に近い青葉区作並地区からのＪＲ往復運賃は９６０円であり、「標

準的な実費」がこの金額を超えるものではない。 

また、仙台市職員が自家用車等の交通用具を利用して通勤する場合に

支給される「通勤手当」は、距離に応じ、月額５，０００円から２５，

５００円である（片道１０ｋｍ未満の場合６，９００円）のに対し、仙

台市議会議員は、一月当り約１０日本会議ないし委員会に出席すれば、

合計１００，０００円が支給されることになるのである。 

札幌高等裁判所判決は、札幌市議会における日額１万円の費用弁償に

ついて返還請求を認容している。これと同額を定める仙台市議会におけ

る支給は過大な支給であり、裁量を逸脱・濫用した支給であることは明

らかである。 
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（２）返還請求金額  

地方議会議員における費用弁償の本来的性格、及び費用弁償の実費弁

償たる性質からして、費用弁償の名目で日額の報酬を支給することは許

されない。かかる支給は明らかに議会に与えられた裁量を逸脱・濫用し

違法であって返還されるべきである。 

平成２０年８月２１日から平成２１年２月２７日までの間、費用弁償

の支給された議会ないし委員会は合計５３日であって、本件訴訟は、各

議員に対し、この間の出席について費用弁償として支給された金員の返

還を求めるものである。 

前記札幌高等裁判所判決は、「本件費用弁償は、上記のとおり、一部

に違法な部分を含むものであるが、費用弁償の具体的な金額は、本来、

条例によって定められるべきものである。本件費用弁償の額は、必要と

見込まれる費用額の３倍程度の日額が一律に支給されたものであるか

ら、被控訴人においては、全体が違法な支出として、本件費用弁償を受

けた者に対し、ひとまず全額を返還するよう請求すべきである。」とし

て、支給全額の返還請求を認容した。 

本件仙台市議会の費用弁償日額１万円はその算定根拠が存在せず、費

用性を有する部分の金額が不明であることからすれば、全体について費

用弁償としての根拠を欠く金員の支給であるといわざるを得ない。日額

１万円の全額が違法として返還請求の対象となるものである。 

本件住民訴訟において返還を求める金額は、上記期間中の費用弁償全

額であり、各々の返還請求金額は別紙請求対象者目録の返還請求金額欄

に記載するとおりである。 

 

第４ 監査請求 

   原告は、２００９（平成２１）年６月３日仙台市監査委員に対し、

地方自治法２４２条第１項にもとづき住民監査請求をしたところ（甲
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１）、監査委員は同年７月３０日上記監査請求を棄却した（甲２）。 

第５ 結論 

   以上の次第で原告は、地方自治法２４２条の２第１項４号に基づき、

請求の趣旨記載の判決を求め、本訴に及ぶ次第である。 

    

証証証証    拠拠拠拠    方方方方    法法法法    

１ 甲第 1 号証 仙台市長措置請求書 

２ 甲第 2 号証 住民監査請求に係る監査結果について（通知） 

３ 甲第３号証 費用弁償支給調書 

４ 甲第４号証 公文書非開示決定通知書 

５ 甲第４号証 札幌高等裁判所平成２１年２月２０日判決 

その他口頭弁論において提出する。 

    

付付付付    属属属属    書書書書    類類類類    

  １ 訴状副本             １通 

２ 甲号証写し           各１通 

  ２ 資格証明書（議事録）       １通 

  

    


